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ガス化
　発電・熱利用の燃料、
精製ガスの化学原料

・食品廃棄物の種類を問
　わず原料として利用可
　能。
・日量処理規模１００ｔ
　以上の大型ガス溶融炉
　は普及。

・施設の小型化は難航。
・発電・熱供給で一定の
　需要あり。

・精製ガスの需要は不透
　明。
・既存エネルギー源との
　競合あり。

・灰残さを土壌改良資材
　に利用可能（有害成分
　の有無の確認は必要
　　）。
　また溶融によりスラ
　グ・メタル化処理が可
　能。

・補助燃料の使用や脱水・
　乾燥工程で多大なエネル
　ギーを消費。
・処理工程で発生するガス
　対策が不可欠。
・食品廃棄物の分別基準の
　観点で、排出者のモラル
　ハザード懸念あり。

ＲＤＦ 発電、燃料用

・技術は普及しており、
　製造施設も存在。
・食品廃棄物の種類を問
　わず原料として利用可
　能。

・消防法に基づく安全性
　確保措置が必要。 ・一定の利用実需あり。

・事故の影響等もあり、
　ＲＤＦ発電施設等の需
　要動向は不透明。
・ＲＰＦなどとの競合可
　能性あり。
・安全確保のため保管コ
　ストが高い。

・灰残さの溶融によりス
　ラグ・メタル化処理が
　可能。

・脱水・乾燥工程に多大な
　エネルギーを消費。
・利用工程で発生するガス
　対策が不可欠。
・食品廃棄物の分別基準の
　観点で、排出者のモラル
　ハザードの懸念あり。

炭化物

(マテリアル利用）
土壌改良資材、脱臭・消
臭剤等
（サーマル利用）
高炉還元剤等

・業務用生ごみ処理機、
　食品廃棄物の乾燥装置
　として普及。
・原料の制約なし。
・施設規模の制約なし。

・エネルギー内包も含
　め、製品の貯蔵、保
　管が可能。

・木炭、活性炭の代替材
　としての品質、価格競
　争力に乏しい。
・品質を担保する規格が
　存在しない。

　

・炭化処理は焼却行為と
　みなされるため、ダイ
　オキシン規制や環境ア
　セスメントへの対応が
　必要。

バイオエタノール
工業用エタノールや自動
車のガソリン代替燃料

・木質系廃棄物を原料と
　するセルロース系生産
　手法は実用段階。

・食品廃棄物を原料とす
　る生産手法は研究段階
　または実証段階。
・エタノール生産施設の
　小型化は難航。

・自動車燃料としてガソリ
　ンへの混合用途の需要は
　拡大する可能性。
・２００６年に工業用アル
　コール自由化に伴う工業
　用エタノール需要が活性
　化する可能性あり。

・２００６年のアルコー
　ル自由化後は、輸入エ
　タノール等との競合懸
　念あり。

・精製過程で生じるリグニ
　ン等の不要分はサーマル
　リサイクルが可能。
・ガソリンへの混合利用に
　より、二酸化炭素やガス
　の排出抑制効果あり。

・蒸留工程に多大なエネ
　ルギー消費を消費。

生分解性プラス
チック

農業用マルチフィルム、
袋類、緩衝材、食品容器
等

・資源作物由来の製造施
　設は存在。
・糖(グルコース)になる
　ものであれば原料の制
　約なし。

・食品廃棄物由来の製造
　施設は研究段階。
・採算性を勘案すると大
　規模施設整備と廃棄物
　収集システムの構築が
　不可欠。

・製造業を中心に需要が
　増大。バイオマスニッ
  ポン総合戦略の中でも
　価格引下げ目標あり。

・汎用プラスチック等と
　の競合があり、コスト
　面で競争力低い。

・生分解性を付与した場
　合、マルチングシート
　や法面補修材であれば
　、廃棄物は発生せず、
　その場で分解可能。
・製造残さは再度原材料
　として利用可能。

・乳酸発酵、濃縮過程等
　製造工程で多大なエネ
　ルギーを消費。

土壌改良資材
土壌改良資材（無機系原
料として貝殻を想定）。

・かき殻、ホタテ殻等の
　破砕技術は普及。
・施設規模の制約なし。

・原料は肥料成分を含ま
　ない無機系の廃棄物に
　限定。

　

・市販の土壌改良資材に
　対し価格競争力に乏し
　い。
・土壌改良資材として、
　地力増進法の政令指定
　を受ける必要あり。
・品質を担保する規格が
　存在しない。

・物理的処理が中心にな
　るため、エネルギー消
　費量は小さい。
・土壌改良資材の製造プ
　ロセスでは残さは発生
　しない。

〓　法令に指定されていない食品リサイクル技術の評価　〓

主な用途

技術の普及と課題 市場性 環境負荷等
技術普及、原料調達、処理規模など 製品需要、競合可能性など エネルギー消費、環境負荷、残さ処理など

バイオマスプラスチック


